
（単位：千円）

　流　　動　　資　　産 5,407,656 　流　　動　　負　　債 2,954,815
現 金 及 び 預 金 656,245 4,811
電 子 記 録 債 権 442 639,645
売 掛 金 191,714 539,614
営 業 未 収 入 金 251,493 10,700
商 品 4,045,941 567,815
貯 蔵 品 4,669 204,733
前 渡 金 1,354 118,105
前 払 費 用 138,073 22,980
そ の 他 118,229 311,048
貸 倒 引 当 金 △ 508 2,897

51,740

12,593

244,610

223,517

　固　　定　　負　　債 1,508,897

900,000

933

　固　　定　　資　　産 1,759,407 8,998

682,128 459,614
建 物 49,163 74,134
構 築 物 63 65,217
車 両 運 搬 具 0 4,463,713
器 具 及 び 備 品 4,227
土 地 628,674 　株　　主　　資　　本 2,676,283
リ ー ス 資 産 0 100,000

1,553 3,831,573
ソ フ ト ウ エ ア 1,553 25,000
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 0 3,806,573
そ の 他 0

△ 1,255,290

1,075,725 150,169
投 資 有 価 証 券 98,339
出 資 金 100 △ 1,405,459
長 期 前 払 費 用 426 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 1,405,459
差 入 保 証 金 972,633
そ の 他 4,225 　評価・換算差額等 27,067
貸 倒 引 当 金 0 27,067

2,703,350

7,167,063 7,167,063

第63期　決算公告
愛知県名古屋市名東区高社一丁目210番地

藤久株式会社

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金

利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

その他有価証券評価差額金

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産

（純  資  産  の  部）

繰 延 税 金 負 債

リ ー ス 債 務

純 資 産 合 計

そ の 他 資 本 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 産 除 去 債 務

資 本 金

負 債 合 計

未 払 費 用

電 子 記 録 債 務

関 係 会 社 長 期 借 入 金

そ の 他

長 期 預 り 保 証 金

未 払 消 費 税 等

貸　借　対　照　表

（2023年6月30日現在）

科　　　　　　　目 金　　　　額 科　　　　　　　目

資 産 除 去 債 務

（資　　産　　の　　部） （負　　債　　の　　部）

店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金

賞 与 引 当 金

金　　　　額

契 約 負 債

未 払 法 人 税 等

未 払 金

リ ー ス 債 務

支 払 手 形

買 掛 金

預 り 金

前 受 金
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個 別 注 記 表 

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１） 資産の評価基準及び評価方法 

①  有価証券 

その他有価証券 

・市場価格のない株式等以外のもの  

 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用しております。 

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。 

②  棚卸資産 

・商 品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）を採用しております。 

・貯 蔵 品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。 

（２） 固定資産の減価償却の方法 

①  有形固定資産 定率法を採用しております。 

 （リース資産を除く） ただし、1998年 4月 1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

並びに 2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備及び構築物

については、定額法を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

  建物（建物附属設備を含む）8年～50年 

②  無形固定資産 定額法を採用しております。 

 （リース資産を除く） なお、主な耐用年数は自社利用ソフトウエア 5年であります。 

③  リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。 

④  長期前払費用 均等償却しております。 

（３） 引当金の計上基準 

①  貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②  賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に充てるため、翌事業年度支給見込額

の当事業年度負担額を計上しております。 

③  店舗閉鎖損失引当金 店舗の閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、今後発生が見込ま

れる費用について、合理的に見積もられる金額を計上しております。 

（４） 退職給付に係る会計処理の方法 

当社は、確定拠出年金制度を採用しております。確定拠出年金制度の退職給付に係る費用は、拠

出時に費用として認識しております。 

（５） 収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業（手芸用品及び生活雑貨等の販売）におけ

る主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、

以下のとおりであります。 

店舗における商品の販売に伴う収益は、顧客に商品を引き渡した時点で収益を認識しておりま

す。 

通販における商品の販売においては、出荷時から商品の支配が顧客に移転される時までの期間

が通常の期間であるため、出荷時に収益を認識しております。 

会員制度に係る年会費収益について、履行業務が一定期間にわたり充足されるものであるため、

年会費の経過期間に対応して収益を認識しております。 

また、商品の販売時に顧客に付与するポイントについては、収益から控除しております。 



－３－ 

２. 会計上の見積りに関する注記 

棚卸資産の評価 

①  当事業年度の計算書類に計上した金額 

                      （単位：千円） 

 当事業年度 

商品 4,045,941 

②  識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報  

商品の貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しており、期末

における正味売却価額が取得原価を下回った場合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表

価額としております。 

当社が取り扱う商品は、品質劣化が比較的緩やかである反面、多品種であり、販売価額は商品ご

との需要などの外部環境の影響を受けます。 

正味売却価額は、商品の将来の販売予測、処分計画に加え、滞留商品の販売過去実績等に基

づき算出しております。 

将来の不確実な経済条件の変動の結果によって販売動向が影響を受ける場合には、商品の評

価が異なる可能性があります。 

 

３. 貸借対照表に関する注記 

（１） 資産に係る減価償却累計額を直接控除した各資産の資産項目別の減価償却累計額 

① 建物 1,138,637千円 

② 構築物 142,252千円 

③ 車両運搬具 4,091千円 

④ 器具及び備品 285,331千円 

⑤ リース資産 18,087千円 

（２） 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 10,888千円 

短期金銭債務 175,141千円 

 

４. 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

賞与引当金 4,332千円 

棚卸資産 77,436 

資産除去債務 234,997 

減価償却超過額 10,313 

退職時支給未払退職金 22,434 

減損損失累計額 585,753 

店舗閉鎖損失引当金 84,145 

税務上の繰越欠損金 2,437,715 

その他 61,354 

繰延税金資産小計 3,518,482 

評価性引当額 △3,517,876 

繰延税金資産合計 606 

繰延税金負債 

資産除去債務に対応する除去費用 △467千円 

その他有価証券評価差額金 △8,998 

その他 △138 

繰延税金負債合計 △9,604 

繰延税金負債の純額 △8,998千円 
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５. 関連当事者との取引に関する注記 

（単位：千円） 

種類 会社等の名称 
議決権等の 

所有割合（％） 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 ジャパンクラフト

ホールディングス

株式会社 

被所有 

直接 100％ 

経営指導・ 

資金の借入・ 

利息の支払 

経営指導料の

支払 

302,000 未払金 174,900 

グループファイ

ナンス 

900,000 関係会社長期

借入金 

900,000 

利息の支払 5,838 ― ― 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

経営指導料については、親会社が負担している業務内容を勘案して両社協議の上で決定しており

ます。 

グループファイナンス、利息の支払については、親会社の内部規程である「資金管理規程」に基づき決定し

ており、利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

 

６. １株当たり情報に関する注記 

① 1株当たり純資産額   219円 77銭 

② 1株当たり当期純損失 △268円 05銭 


